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【論点１】デジタル時代における

放送の意義・役割について
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デジタル時代における放送の意義・役割について （ご説明内容の概要）

地域をはじめ、求められる「コンテンツ」への重点投資の実現、
「受信料の値下げ」を公約

＝スリムで強靱な「新しいＮＨＫ」へ
正確、公平公正で豊かな放送・サービスをいつでもどこでも最適な
媒体を通じて届け続ける

◆視聴者・国民の二元体制・放送の公共的役割への期待
〇インターネット時代にあっても、だからこそ信頼される情報源、

質の高いコンテンツ制作を堅持する必要
・信頼できる情報源、公平・公正、正確・迅速、地域社会への貢献等への高い期待
・災害時の利用と評価
・ネットにおける課題（フィルターバブル、フェイクニュース、品質確保など）対応への

貢献の期待

◆これらの期待を受けたＮＨＫの現在の取り組み
〇ＮＨＫならではのコンテンツ制作に経営資源を集中

（新時代へのチャレンジ、社会への貢献）
・高品質なコンテンツを合理的なコストで提供
・地域の情報発信強化（取材・制作力強化） など

〇構造改革の徹底（業務体制を根本的に見直して、より効率的で持続可能な組織へ）
・設備更新の抑制
・ＮＨＫ本体とグループの一体改革 など



放送の機能と二元体制の意義
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放送の機能と二元体制の意義

（参考） 最高裁大法廷判決（2017年12月6日）

「放送は， 憲法２１条が規定する表現の自由の保障の下で， 国民の知る権利を実質的に充足し， 健全な民
主主義の発達に寄与するものとして， 国民に広く普及されるべきものである」
「(放送法は）日本放送協会のみが行っていた放送事業について，公共放送事業者と民間放送事業者とが，
各々その長所を発揮するとともに，互いに他を啓もうし，各々その欠点を補い，放送により国民が十分福
祉を享受することができるように図るべく，二本立て体制を採ることとし（た）」
「（ＮＨＫの存在意義と受信料制度の趣旨は、）国民の知る権利を実質的に充足し健全な民主主義の発達に
寄与することを究極的な目的とし，そのために必要かつ合理的な仕組みを形作ろうとするものである」

◆これまで、受信料を財源とするNHKと、広告料等を財源とする民間放送事業者が
切磋琢磨する「二元体制」により、質の高いコンテンツを制作し、放送によってあまねく
全国へ届けてきた。

◆情報発信主体としての放送事業者は、
 放送番組の編集の基準を策定・公表し、それに従って放送番組を編集する（放送

法第５条）
 番組審議会を設置し、その意見を尊重して措置を行う（放送法第６条）

等の仕組みの下、自律的に放送番組の適正性を確保してきた。

◆これにより、 国民の“知る権利”に奉仕し、多元性・多様性・地域性への貢献、健全な
民主主義の発達に寄与してきた。
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メディアへの評価（情報源・信頼・質） －情報の入手経路①－

 世の中のニュースを知るための習慣的に利用しているメディアとしては「伝統的メディア」
が多い。中でも、民放・新聞の利用率が約8割と最も高い。

出所）NHK調査 2020年10月
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メディアへの評価（情報源・信頼・質） －情報の入手経路②－

 主にネットを利用している人でも、世の中のニュースを知るための習慣的に利用している
メディアとしては、民放・新聞やNHKなど「伝統的メディア」が多い。

出所）NHK 調査 2020年10月

主にネット：インターネットの利用時間がテレビの利用時間より多い人、もしくはテレビの利用時間がゼロの人
主にテレビ：テレビの利用時間がインターネットの利用時間以上の人
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メディアへの評価（情報源・信頼・質） －メディアの信頼度① －

 メディアの信頼度は、新聞、NHKのサイト・アプリ、NHKのテレビが約9割。いずれも
ニュースアプリやSNSに比して高い。

出所）NHK 調査 2020年10月
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メディアへの評価（情報源・信頼・質） －メディアの信頼度② －

 主にネットを利用している人でも、新聞、NHKのサイト・アプリ、NHKのテレビの信頼度は、
いずれもニュースアプリやSNSに比して高い。

出所）NHK 調査 2020年10月

主にネット：インターネットの利用時間がテレビの利用時間より多い人、もしくはテレビの利用時間がゼロの人
主にテレビ：テレビの利用時間がインターネットの利用時間以上の人



災害時の事例：熊本地震におけるメディア利用と評価

【熊本地震概要】
2016年4月14日以降に、主に熊本県と大分県で相次いで発生。 震度7を観測
する地震が4月14日夜および4月16日未明に発生したほか、最大震度が6強の
地震が2回、6弱の地震が3回発生した。
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災害時の事例：熊本地震におけるメディア利用と評価
－災害時に利用したメディア別の評価－

 「最新の情報」では、NHK（テレビ・ラジオ）の評価が高い。

 「災害の全体像」は、新聞が最も高い。

 「被災者を元気づける情報」は、ラジオ（民放・コミュニティラジオ）、ソーシャルメディアの評
価が高い。

出所）NHK 調査 2016年6月
10
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災害時の事例：熊本地震におけるメディア利用と評価
－災害時におけるNHKの取り組みへの評価① －

 NHKがインターネットでも幅広く地震情報を提供したことに対して、３県の居住者いずれも
9割程度が評価している。

出所）NHK 調査 2016年6月
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災害時の事例：熊本地震におけるメディア利用と評価
－災害時におけるNHKの取り組みへの評価② －

 NHKがメディアを使い分けて地震情報を提供したことに対して、３県の居住者いずれも
9割以上が評価している。

出所）NHK 調査 2016年6月



放送の公共的役割への期待
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公平・公正等の公共的役割に対する期待度の比較

 NHKや民放の「公平・公正」「正確・迅速」「地域社会への貢献」等の公共的役割に対して、
概ね6～8割の人が期待しており、二元体制への高い期待が示されている。

出所）ＮＨＫ調査 2021年1月

各指標の設問に対し、「期待している」と「どちら
かというと期待している」と回答した人の割合を
「期待度」、「実現している」と「どちらかという
と実現している」と回答した人の割合を「実現度」
としている。
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NHKの公平・公正等の公共的役割に対する期待度・実現度

 NHKの「公平・公正」「正確・迅速」「地域社会への貢献」等の公共的役割に対して、概ね6～8
割の人が期待。また、「公平・公正」「正確・迅速」「多角的論点提示」「記録伝承」については
7割超の人が実現していると認識。

各指標の設問に対し、「期待している」と「どちら
かというと期待している」と回答した人の割合を
「期待度」、「実現している」と「どちらかという
と実現している」と回答した人の割合を「実現度」
としている。

出所）ＮＨＫ調査 2021年1月



ネット利用の課題（フィルターバブル）
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インターネット利用の課題（フィルターバブル）

 パーソナライズ機能によるフィルターバブルについて知っている人は半数弱。
 主にネットを利用する人の方が、パーソナライズ機能によるフィルターバブルについて

知っている人が多い。

出所）NHK 調査 2020年10月

主にネット：インターネットの利用時間がテレビの利用時間より多い人、もしくはテレビの利用時間がゼロの人
主にテレビ：テレビの利用時間がインターネットの利用時間以上の人



18

インターネット利用の課題（フィルターバブル）への対応

 主に利用するメディアに関わらず、約7割が、嗜好にあった情報を取得する効率が下がった
としても多様な意見や情報に触れる機会を持てるようになる方が良いと回答。

出所）NHK 調査 2020年10月
主にネット：インターネットの利用時間がテレビの利用時間より多い人、もしくはテレビの利用時間がゼロの人
主にテレビ：テレビの利用時間がインターネットの利用時間以上の人



19

インターネット利用の課題（フィルターバブル）
－社会の基本的情報の不足への懸念－

 主に利用するメディアに関わらず、7割強が、不確かな情報の拡散や、お互いの“つながり”の
希薄化が進むなかで、社会にとって必要とされる基本的な情報が十分に提供されていない
懸念を感じている。

出所）NHK 調査 2020年10月
主にネット：インターネットの利用時間がテレビの利用時間より多い人、もしくはテレビの利用時間がゼロの人
主にテレビ：テレビの利用時間がインターネットの利用時間以上の人
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インターネット利用の課題（フィルターバブル）
－社会に対する考え方等の細分化への意識－

 主に利用するメディアに関わらず、7割が、人々がインターネット等の広がる情報空間で
多種多様な情報を入手することにより、価値観の多様化が進み、社会に対する考え方等
が細分化されてきていると回答。

出所）NHK 調査 2020年10月

主にネット：インターネットの利用時間がテレビの利用時間より多い人、もしくはテレビの利用時間がゼロの人
主にテレビ：テレビの利用時間がインターネットの利用時間以上の人
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インターネット利用の課題（フィルターバブル）
－世間にとって必要とされる情報への意識－

 主に利用するメディアに関わらず、8割弱が、世間にとって必要とされる政治的・社会的問題
がどのようなものか知りたいと回答。

出所）NHK 調査 2020年10月
主にネット：インターネットの利用時間がテレビの利用時間より多い人、もしくはテレビの利用時間がゼロの人
主にテレビ：テレビの利用時間がインターネットの利用時間以上の人



ネット利用の課題（フェイクニュース）
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新型コロナに関する情報（事実・デマ）に関する正答率（接触メディア別）

 公的機関接触、NHK接触、伝統メディア接触の順に正答率が高い。
 伝統メディアにも公的機関にも接触していない人は、全般的に正答率が低い。

出所） NHK 調査 2021年8月

※伝統メディア：NHK（テレビ放送、ラジオ、ネット）、民放（テレビ放送、ラジオ、ネット）、新聞（ネット含む）。

※公的機関：政府、地方自治体、世界保健機関（WHO）、専門機関のサイトや情報発信
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メディア利用（主にネット）に伴う体験

 9割以上の人が、普段のメディア利用を通じて、フェイクニュースの閲覧などのインター
ネットならではの体験をしている。

出所）NHK 調査 2020年10月

（設問）あなたの、普段のメディアの利用状況について、あてはまると思うものをお知らせください。



インターネットコンテンツの品質確保の課題
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インターネット上での伝統メディアへの期待
－インターネットコンテンツの品質確保の必要性－

 7割が、旧来のテレビや映画のようにコンテンツに一定の質の水準を確保する機能が
インターネット等の広がる情報空間においても必要だと回答。

出所）NHK 調査 2020年10月

主にネット：インターネットの利用時間がテレビの利用時間より多い人、もしくはテレビの利用時間がゼロの人
主にテレビ：テレビの利用時間がインターネットの利用時間以上の人
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インターネットコンテンツの品質確保に向けたNHKの取り組みへの期待

 主にテレビを利用する人では約8割、主にネットを利用する人でも約7割が、NHKに対し
インターネット等の広がる情報空間への取り組みを期待している。

出所）NHK 調査 2020年10月
主にネット：インターネットの利用時間がテレビの利用時間より多い人、もしくはテレビの利用時間がゼロの人
主にテレビ：テレビの利用時間がインターネットの利用時間以上の人
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従来型メディア、NHKの情報空間への影響評価

 従来型のメディアがインターネット配信事業者に良質なコンテンツを提供することで良い
影響を及ぼすことについて、8割の人が賛成。NHKについては75％の人が賛成。

出所）NHK 調査 2020年10月
主にネット：インターネットの利用時間がテレビの利用時間より多い人、もしくはテレビの利用時間がゼロの人
主にテレビ：テレビの利用時間がインターネットの利用時間以上の人
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情報空間における課題を受けて

◆放送だけでなくインターネットを含む情報空間でも、NHKをはじめ放送事業者等が
「良質なコンテンツ」を提供することにより良い影響を及ぼすことへの期待が高い。

◆NHKは、経営資源をNHKならではの「多様で質の高いコンテンツ」の取材・制作に
集中させ、正確・公平公正で豊かな放送・サービスをいつでもどこでも最適な媒体を
通じてお届けすることでその期待に応えたいと考えている。

◆「多様で質の高いコンテンツ」に経営資源を集中させるため、既存業務を抜本的に見
直す構造改革を断行し、より効率的で持続可能な組織、「スリムで強靭な新しい
NHK」を目指していく。



これらの課題を受けたNHKの取り組み
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ＮHKの取り組み （NHK経営計画2021-2023年度）

 「NHK経営計画2021-2023年度」では、経営資源をNHKならではの多様で質の高い
コンテンツの取材・制作に集中させ、正確、公平公正で豊かな放送・サービスをいつでもど
こでも最適な媒体を通じてお届けし続ける、「新しいNHKらしさの追求」を掲げている。



スリムで強靭な「新しいNHK」を目指す構造改革①
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スリムで強靭な「新しいNHK」を目指す構造改革②

スリムで強靭な「新しいNHK」へ

保有するメディアの整理・削減 保有設備の削減

衛星波は2Kのうち1波を削
減、将来的に右旋は1波化
を視野に検討

音声波は、2波（AM・FM）
への整理・削減に向けて検討

設備のシンプル化、集約化、クラウド化を推進
して、保有する設備の削減を進め、設備投資規
模の抑制に取り組み

33

効率的な業務体制の確立

管理間接部門を削減するなど、グループ全体で
業務・要員の全面的な見直しを行い、経営資源
を放送・サービスに集中させながらスリム化

NHK本体とグループの一体改革

機能・役割を見直
し全体の規模を縮
小するとともに団
体の数を削減して
スリムで強靭な体
制を構築



スリムで強靭な「新しいNHK」を目指す構造改革③

スリムで強靭な「新しいNHK」へ

訪問によらない営業活動の推進
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経営計画の進捗状況の評価・管理



スリムで強靭な「新しいNHK」を目指す構造改革④

受信料を2023年度に値下げの方針
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保有するメディアの整理・削減

保有設備の削減

NHK本体とグループの一体改革

効率的な業務体制の確立

訪問によらない営業活動の推進

これらの構造改革で生み出した原資等
を用い、「コンテンツ」への重点投資を
行うほか、「受信料の値下げ」を行いま
す。
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コンテンツの強化①

 放送とネットの両方を活用して、信頼できる質の高い情報を提供

 「水害から命を守る」キャンペーン

ＮＨＫスペシャル「ミャンマー」シリーズ

出水期に合わせて、台風や豪雨から命を守るための
啓発や、具体的な避難方法などを伝える全局キャン
ペーン。
全国統一のロゴ・キャッチコピーを使い、各地の放送
局が地域の状況に適したコンテンツを制作。夕方の
ニュース番組、ホームページのほか、地域自治体と連
携した防災ポスター掲示やイベントなどを展開した。

ミャンマー軍による弾圧の実態を、市民たちが撮
影しSNSなどに投稿した映像をOSINT（オープン
ソース調査）という手法で検証して明らかにした。
伝統的報道機関の持つ取材力と、厖大な情報を短
時間で分析・処理する最新テクノロジーを融合さ
せた、新しい調査報道番組として高く評価された。
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コンテンツの強化②

 フェイクニュース・フィルターバブルなどによるアテンション・エコノミーが蔓延するなかで、
それに対抗する情報を放送・デジタルで発信

フェイク・バスターズ

報道局のネット監視チーム「SoLT（ソルト）」

2019年12月に放送を開始した、アテンションエコノミー・
情報リテラシーを主題とする特集番組。これまで5回放送し、
「ネットの誹謗中傷」「新型コロナの情報爆発」「選挙とフェイ
ク」など、ネット社会ならではの課題を取り上げ、放送・ネッ
トで発信した。

2013年に発足したSoLT(ソーシャル・リスニング・チー
ム)は、SNSなどで拡散している誤情報の収集・分析を行
い、取材部局に連絡している。
コロナ禍でも多くの誤った情報が流れ、SoLTから連絡
を受けた取材部局では専門家に取材の上、放送やネット
で事実に基づく情報を発信した。



38

コンテンツの強化③

 東京2020オリンピック・パラリンピックでは、NHKも共生社会の実現を目指すさまざま
な取り組みを行った。パラリンピックの放送は若い世代にもよく視聴された。

放送やインターネットの「特設サイト」などを通じて、両大会のすべての競技をカバー。
パラリンピックの放送時間は、テレビ５波合計で約５９０時間（リオ大会では１３３時間）となり、過
去最長。パラリンピックの放送は５９才以下の世代にもよく見られた。
ＮＨＫプラスのID申請数は、９月末時点で約２３１万件（６月末に比べ約４４万件増加）。

コロナ禍でオリンピック・パラリンピックを伝える役割を果たす

共生社会実現を目指す取り組み ～オリンピック・パラリンピックでのユニバーサル・サービス～

ＮＨＫが開発したデジタル技術などを活用し、ユニバーサル・サービスの取り組みをさらに進化
させた。
地上波では両大会すべての競技中継に字幕を付与。パラリンピック期間中の「あさナビ」では、
生放送でも字幕が遅れずに表示される「ぴったり字幕」を実施。
○手話ＣＧ実況

競技データからＣＧキャラクターによる手話を自動生成してライブストリーミング映像に付与。
両大会で合わせて５４時間配信。

○ロボット実況・字幕
大会の競技データを実況音声と字幕表示に変換し、ライブストリーミング映像に付与。両大
会合わせて1,024時間配信。
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コンテンツの強化④

 OTTが急速に普及するなかで、日本のコンテンツ産業振興に貢献し国際競争力の強化に資す
る高品質な番組を企画制作

 「体感 首都直下地震」のプロジェクト

▽災害対策の必要性を、ドラマや情報番組、デジタルサービスを駆使し視聴者にわかりやすく伝えた

世界の優れた放送などを選ぶ国際コンクール 「イタリア賞」の「ウェブ・イ
ンタラクティブ部門」で最優秀賞を受賞

選考理由
「自然災害から人々の命を守るためにソーシャルメディア、テレビ、そして人々の行動
パターンと科学的に裏付けされた シミュレーションを有効に連携させた」

公共メディア防災キャンペーン“体感・首都直下地震ウイーク”

 「ストレンジャー～上海の芥川龍之介～」(8K)

アメリカ国際フィルム・ビデオ祭 エンターテインメント部門最優秀賞受賞

ＢＳ１スペシャル「ラストトーキョー “はぐれ者”たちの新宿・歌舞伎町」

アメリカ国際フィルム・ビデオ祭 ドキュメンタリー・長編部門ゴールド・カメラ賞受賞
ABU賞ほか受賞

 「スパイの妻」(8K)

ベネチア映画祭銀獅子賞（監督賞）受賞
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コンテンツの国際競争力向上への期待

 テレビ視聴者では、コンテンツの国際競争力向上について約6割が期待。「さまざまな
分野で日本の情報を発信し理解を促進すること」については、約8割が期待している。

出所）NHK 調査 2021年5月 出所）NHK 調査 2021年1月



ＮＨＫのインターネットへの取り組み

有
料

無

料

ＮＨＫプラス
(常時同時配信・見逃し
番組配信サービス)

NHK for School
ＮＨＫ高校講座

アーカイブス・
ポータル

らじる★らじる

ＮＨＫオンデマンド

NHK WORLD-
JAPAN

TVer

放送中番組

放送済み番組

放送済み番組

放送済み番組

放送中番組

放送済み番組

放送中番組

放送済み番組

放送済み番組

放送済み番組

受信契約に係る認証を経て、地上テレビ（総合・Ｅテレ）の番組を、放送と同時に、
および、放送後原則として７日間配信

Ｅテレの学校放送番組を配信

広く一般に提供することに公益上の意義がある番組を、随時設定するテーマに基づ
いて選定
（太平洋戦争、東日本大震災、中高生の就職・進路に関する番組等を配信）

民放事業者のインターネット配信業務に対する協力の一環として、視聴促進等の目
的で各ジャンルから選定する番組を配信
※同じ番組をＮＨＫサイトでも配信

ラジオ第１・第２・ＦＭの番組を配信

ラジオ・テレビの国際放送の番組を配信

地上・衛星テレビ（総合・Ｅテレ・ＢＳ１・ＢＳプレミアム）の番組を配信

国
際
放
送

国

内

放

送

外部
プラット
フォーム
経由 radiko 放送中番組

民放事業者のインターネット配信業務に対する協力の一環として、ラジオ第１・Ｆ
Ｍの番組を配信
※同じ番組を上記「らじる★らじる」でも配信

認
証
あ
り

※上記のほか、「放送番組に対する理解の増進に資する情報」をさまざまなサイト等で提供している。

41



ＮＨＫオンラインの現状

963 
1,212 

1,267 
1,510 

2,048 

2,995 
3,340 

万

1000万

2000万

3000万

4000万

5000万

6000万

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

◆ １週間の訪問数（アプリを含むUB＝ユニークブラウザ）は、2015年以降順調に増加

◆ 2021年度は、東京2020オリンピック・パラリンピックの影響もあり、3,300万UB超え

ニュース
防災アプリ
リリース

ＮＨＫプラス
スタート
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ポータルサイト
「ＮＨＫ健康
チャンネル」

開設

新型コロナ
特設サイト

開設
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デジタル時代における放送の意義・役割について （まとめ）

地域をはじめ、求められる「コンテンツ」への重点投資の実現、
「受信料の値下げ」を公約

＝スリムで強靱な「新しいＮＨＫ」へ
正確、公平公正で豊かな放送・サービスをいつでもどこでも最適な
媒体を通じて届け続ける

◆視聴者・国民の二元体制・放送の公共的役割への期待
〇インターネット時代にあっても、だからこそ信頼される情報源、

質の高いコンテンツ制作を堅持する必要
・信頼できる情報源、公平・公正、正確・迅速、地域社会への貢献等への高い期待
・災害時の利用と評価
・ネットにおける課題（フィルターバブル、フェイクニュース、品質確保など）対応への

貢献の期待

◆これらの期待を受けたＮＨＫの現在の取り組み
〇ＮＨＫならではのコンテンツ制作に経営資源を集中

（新時代へのチャレンジ、社会への貢献）
・高品質なコンテンツを合理的なコストで提供
・地域の情報発信強化（取材・制作力強化） など

〇構造改革の徹底（業務体制を根本的に見直して、より効率的で持続可能な組織へ）
・設備更新の抑制
・ＮＨＫ本体とグループの一体改革 など



【論点2】放送ネットワーク

インフラの将来像について
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放送ネットワークインフラの将来像について

社会への貢献

地域の情報発信強化や日本の放送・メディア業界の発展に貢献

業務体制を根本的に見直して、より効率的で持続可能な組織へ

 スリムで強靱な組織を目指した構造改革
 設備管理・運用のコンパクト化

二元体制への期待に応えるために、更なる効率化を進め、
持続可能性のある“あまねく”伝えるを実現する

最新の技術を活用して放送ネットワークの最適化を進める必要がある
（とくに過疎化が進む地域について）

（「NHK経営計画2021-2023年度」より）
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地上テレビジョン放送のネットワーク

親局：51局

大規模・重要局：483局

小規模中継局：1,122局

ミニサテ局：558局

辺地共聴
（NHK共聴・自主共聴）

各都道府県の中心部をカバー
放送ネットワークの起点
世帯数：数十万～数百万世帯

各都道府県の主要都市をカバー
放送ネットワークの重要な中継点
世帯数：数万世帯

各都道府県の小規模な都市をカバー
世帯数：1万世帯以下

親局や大規模局などの電波が
遮蔽されている、山間部などの
小さな集落をカバー

世帯数：数十～数百世帯

 辺地共聴は、親局や大規模局などの
電波が届かない、山間部などの小さ
な集落に設置された共同受信施設

 世帯が散在しているなど、電波では
効率的にカバーできない場合に、各
戸に有線で放送を届けている

NHK共聴
 NHKとNHK共聴組合が共同で
設置・運用している施設

 約5,300施設（約32万世帯）
自主共聴
 地元視聴者が独自に設置・運用して
いる施設

局数は、いずれもＮＨＫ総合テレビジョンの局数
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自治体ケーブルと辺地共聴施設

総務省「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」
第1回資料より
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地上テレビジョン放送の送信にかかる経費

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

親局 大規模局
重要局 小規模局 ミニサテ局 NHK共聴

世帯カバー率

年間維持経費

80% 14%
3%

1%

80億円 40億円 60億円 10億円 40億円

¥180 ¥550 
¥3,600 ¥2,300 

¥24,000 

¥0

¥10,000

¥20,000

親局 大規模重要局 小規模局 ミニサテ NHK共聴

世帯当たりの年間経費比較
110億円/年

今後、世帯数の減少が進むと
人口減少地域のサービス維持が課題となる

1%

NHK受信料 地上契約月額1,225円（年14,700円）※口座・クレジット２か月払

今後10年間に想定される
設備の更新・維持に係る
年間あたりの経費
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NHK・民放の設備共用の現状

送信アンテナ

鉄塔

敷地

中継設備

全局数 共同建設の割合（局数）
親局 51局 51％（26局）

大規模・重要局 483局 64％（310局）
小規模 1,122局 72％（804局）
ミニサテ 558局 85%（473局）
合 計 2,214局 72%（1,613局）

局舎

送信機：総合

送信機：Eテレ

送信機：民放1

送信機：民放2

アンテナ共用器

電源

非常用電源
･
･
･

＊送信機は各社個別の設備として整備

※ 敷地、局舎、鉄塔、アンテナ、電源設備など、一部でも共用している放送所

 地上デジタル放送のネットワークは、NHKと民放と連携して、
可能な限り設備を共用（共同建設）するなど、効率的に整備を進めた。

 共同建設を実施している中継局においては、中継局毎にNHKと民放との間で
運用協定を締結し、費用負担やメンテナンスについて規定し設備を維持している。
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ミニサテの現状と設備維持の課題

 親局や大規模局等の電波が遮蔽されている山間部などの小さな集落をカバー

 全国558局

 うち８５%はNHK・民放が共同で設置（図中緑色部分が共用設備）

 世帯数：数十から数百世帯 （平均540世帯程度）

 エリア世帯数の減少に伴い、世帯当たりのコスト上昇が懸念

 地デジ開始から15年以上が経過し、整備時と同じ設備の製造が困難に

 全国に点在する送信設備の保守管理に必要な人材の確保も課題

蓄
電
池
箱

送
信
機
箱

受電部共建

NHK単独

民放単独

アンテナ

鉄塔
ミニサテ用送信機

ミニサテ全景
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都道府県毎のミニサテ局の数(NHK)
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NHK共聴の現状

幹線ケーブル

ドロップケーブル

NHK設備 ：赤字
組合設備 ：青字
※受信アンテナは共有設備の場合と別々の場合がある

増幅器

保安器

 NHK共聴は、NHKと地元組合（民放分）が、共同で設置・運用している。

 現在、約5,300施設（32万世帯）が稼働しており、このうち約半数にあたる
2,595施設について老朽化に伴う光化による更新を進めてきた※ 。

 残りの施設の更新を含め、施設の維持に努めているが、今後は組合員の高齢化
や人口減少などにより、施設の運営や更新費用の確保が困難になるなど、
施設の維持に課題が出ることが予想される。

NHK共聴の施設概要（光化更新前）

※ 2020年3月現在

残りの施設を光化更新するには、
200億円程度が必要
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NHK共聴の施設数と加入世帯数
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運用施設数：5,325 加入世帯数：約32万世帯

 ピーク時は1施設あたりの平均73.8世帯も、2020年度末では58.0世帯で年々減少

 加入世帯数が一桁の施設もあり、
今後も平均加入世帯数の減少が続くと世帯あたりの負担増加が懸念される

58.0世帯/施設

72.3世帯/施設

施
設
あ
た
り
の
平
均
加
入
世
帯

9,935施設10,739施設

73.8世帯/施設 5,325施設



54

放送ネットワークインフラの在り方について

 世帯数の減少に伴い、インフラ維持に係るコストが増大

 自治体ケーブルや地元視聴者が設置・管理している辺地共聴施設などの
インフラも老朽化が進展

 放送ネットワーク維持・管理の担い手確保の困難化（高コスト化の原因に）

 代替可能性のあるインフラ（CATV、ブロードバンド、5G）等の普及

下記の点を踏まえて
検討すべきではないか

持続可能性ある二元体制の維持・強化に向け、
放送のネットワークの最適化について、民放と連携を深めて推進していきたい。

二元体制への期待に応えるために、更なる効率化を進め、
持続可能性のある“あまねく”伝えるを実現する

最新の技術を活用して放送ネットワークの最適化を進める必要がある
（とくに過疎化が進む地域について）
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時代に合った効率的なインフラ利用の可能性

内閣官房 デジタル田園都市国家構想実現会議（第１回）資料 総務省 デジタル田園都市国家構想推進本部（第1回）資料

さまざまな可能性を追求し、

○ 二元体制による
放送のあまねく全国への普及

○ 情報空間全体の中での
二元体制の役割の発揮

を目指していきたい

総務省ICTインフラ地域展開マスタープラン3.0
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今後の地上テレビジョン放送のネットワークイメージ

今後のブロードバンド網整備の進展を注視しながら、
ブロードバンドを放送の一部として活用する可能性について検討すべきではないか

これまで ⇒ 地上波を基本に構成
これから ⇒ 地上波を含む多様な伝送手段を活用

（例） ・親局・大規模中継局の対象エリア（全世帯の94％程度）は地上波でカバー
・残りのエリア（最大で6%）は、ブロードバンド/CATV、ローカル5G、衛星などでカバー

放送所
（大規模な中継局）

ブロードバンド/CATV

放送所（親局）

衛星

地上波で
カバーする地域

地上波以外で
カバーする地域

将来の地上放送ネットワークのイメージ

ローカル5G

セーフティ
ネット
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放送ネットワークインフラの一部をブロードバンドで代替する場合の課題

○ あまねくの実現

 視聴者のコスト負担

ICTインフラ地域展開マスタープランより

 光ファイバー未整備地域への対応

ブロードバンド契約 数千円/月

 ブロードバンド等で
代替となる世帯への対策

BB加入・工事費、対応受信器配付 等

17万世帯

関係者の適切な負担について
調整が必要

○ 権利にかかわる課題○ 遅延

NHKプラスの遅延時間
約30秒

一定の遅延は不可避だが、
最新技術により短縮が可能

法改正も視野に入れた
社会的な合意形成が必要

いわゆる「フタかぶせ」を避け、
放送と同内容のものを届けるためには、
放送の一部として権利が確保できるか
どうかがポイントに

フタかぶせ
配信基盤
CDN
など

○ 代替地域向け配信基盤

視聴エリア制限

認証

代替地域向け配信基盤の
整備が必要

コスト負担

運用

A県

B県
C県

民放各局

配信基盤

CDN
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設備のコンパクト化の可能性：マスター設備整備の考え方

次期マスター設備の整備に向けた検討

 IP化・ソフトウェア化
機器間接続のIP化、一部機能のクラウド化を検討

 集約
設備のIP化、小型化、省電力化による集約を検討

SDI*1ベースの
設備

IP化された
設備

（オンプレミス*2）

クラウド化？

各放送局に
設置

地域単位等で
集約

設備仕様

整備方針

現在
次期マスター設備
として検討中

将来の可能性は？

*1: SDI信号 放送局で一般的に用いられる映像・音声などの信号を伝送するデジタル信号

*2: オンプレミス 設備を自社内で構築・運用する

マスター設備についても新しい技術や集約化によって効率化を図る
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放送ネットワークインフラの将来像について（まとめ）

社会への貢献

地域の情報発信強化や日本の放送・メディア業界の発展に貢献

業務体制を根本的に見直して、より効率的で持続可能な組織へ

 スリムで強靱な組織を目指した構造改革
 設備管理・運用のコンパクト化

 代替可能性のあるインフラ等の普及
 既存のインフラのコスト効率の低下、維持の困難化

変化する環境への対応

持続可能性ある二元体制の維持・強化に向け、
放送のネットワークの最適化について、民放と連携を深めて推進していきたい



【論点3】放送コンテンツの

インターネット配信の在り方について
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情報空間の歪みの程度の認識（報道ジャンル）

 報道ジャンルで質や信頼性に関して最も問題だと思われているのは、「正確ではないもの
が配信されている」こと。”非常に問題だと思っている”人の割合も4割弱に上る。

（設問）世の中にある報道・ニュースジャンルの情報・コンテンツの質や信頼性に関して、あなたの考えにあてはまるものをお知
らせください。
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文化や政治的・社会的立場の違いがある人への理解・共感を助けるような情報・コンテンツが不足している

深く考えさせてくれるような質の高いものが配信されていない

個人の楽しみ・興味だけでなく社会全体に役立つ情報・コンテンツが提供されていない

情報・コンテンツの量が足りていない

情報・コンテンツが分類・体系化されていない

非常に問題だと思う 問題だと思う 問題だと思わない まったく問題だと思わない

%報道ジャンル

出所）NHK 調査 2021年3月



情報空間の歪みの程度の認識（娯楽ジャンル）

 娯楽ジャンルで質や信頼性に関して最も問題だと思われているのは、「正確ではないもの
が配信されている」こと。

娯楽ジャンル

出所）NHK 調査 2021年3月
62
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情報空間における課題とインターネットでの取り組み

◆2021年３月に行ったNHK調査では、「報道」のみならず「教育」「教養」「娯楽」のい
ずれのジャンルにおいても、世の中の情報・コンテンツの質や信頼性に関して、「正確
ではないものが配信されている」ことが問題だと考える人の割合は、７割を超えた。
また、得られる情報・コンテンツが「知らないうちに偏っていたり、歪められているこ
とがある」ことが問題だと考える人の割合も、 「報道」「教育」「教養」「娯楽」のいずれ
のジャンルにおいても７割を超えた。

◆デジタル時代においても、NHKや民放は、主にインターネットを利用している人から
も情報源として活用され、評価されている。 また、これまで放送が果たしてきた「課
題設定機能」や「世論認知機能」が評価されている。

◆ネットでは、デジタル技術により利便性が高まる一方、フェイクニュース、フィルター
バブル等のインターネットの負の側面も出てきている。そうした中、視聴者は、イン
ターネット等の広がる情報空間に対して課題認識を持っており、ＮＨＫの取り組みを
期待している。

◆こうした中で、NHKがこれまで放送で果たしてきた「公共放送の役割」を、インター
ネット上の空間でも果たすことができるのか、「社会実証」を行い検証したいと考え
ている。
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社会実証

総務省「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」第１回資料より
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社会実証

 ＮＨＫインターネット活用業務実施基準 変更案 【総務大臣認可申請中】

１ 社会実証の目的
放送と通信の融合が進み、多様な選択肢が生まれ視聴スタイルが急速に変化する中、協会のインターネット活用業務が果たし
うる社会的役割を検証するため、主としてテレビを日常的に利用していない者（テレビ受信機を設置していない者を含む）、利
用が少ない者に対してインターネットを通じて放送番組等を提供し、協会のインターネット活用業務によるサービスがどのよう
に受容され、またその提供主体である協会の目的・意義がどのように評価されるかを多面的・多角的に検証する。

２ 社会実証に係る提供の内容・実施方法
社会実証に係る放送番組等の提供は、次のとおり実施するものとする。
（1） 提供の内容
協会の放送番組および当該放送番組に係る理解増進情報を組み合わせたサービスを検証内容に沿った範囲で設定し、あら

かじめ選定した対象者に対し、期間を限って提供する。提供は複数回にわたって実施することがあり、サービスの内容、対象者
および期間は検証内容に即して提供のつど定める。提供にあたり対価は求めない。
（2） 提供の期間
１回の提供にあたり１週間から最大３か月程度とする。

（3） 提供の対象者
１回の提供にあたり最大3000人程度とし、検証内容に適した属性の者を選定する（テレビ受信機を設置していない者を含

む）。
（4） 検証項目
・提供するサービスの受容のされ方
・サービスの提供を通じた、情報の多様性、多元性への貢献など公共放送の目的・意義の認知・評価のされ方
・その他

（５） 費用
第17条第1項から第3項の規定に従う。

３ 公表
（1） 社会実証に係る提供の内容および期間等の概要は、当該年度の実施計画に記載する。
（2） 社会実証に係る提供の日時（期間）、対象人数等のより具体的な内容については、提供ごとに事前に協会のウェブサイト
に掲載して公表する。
（3） 社会実証の結果は、協会のウェブサイトに掲載して公表する。
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社会実証で目指すこと

情報空間におけるNHKの意義、存在価値の確認

NHKは公共放送として、「表現の自由のもと、正確で公平・公正な情報や豊かで良質な番組

を幅広く提供し、健全な民主主義と文化の向上に寄与する」ことを掲げ、業務にあたってきた。

しかし、インターネットやスマートフォンの普及などで、NHKを取り巻くメディア環境や視聴者

行動が大きく変化しており、情報空間においてのNHKが果たす意義や存在価値を確認する必

要が出てきている。

このため、今回の社会実証で、NHKが情報空間に提供するサービスについて、テレビ未所有

者などの利用の可能性や、サービスの意義を確認し、結果を踏まえて、NHKの新たなあり方に

つなげることを目指す。

社会実証のポイント

 多元性、多様性、地域性、フェイクニュース対策等への貢献を確認

 報道、教育、教養、娯楽の各分野での意義も確認

 社会実証の状況を提示して、一定規模の世論調査も実施



【論点4】デジタル時代における

放送制度の在り方について
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放送制度の在り方

◆これまで、受信料を財源とするNHKと、広告料等を財源とする民間放送事業者が

切磋琢磨する「二元体制」により、質の高いコンテンツを制作し、放送によりあまね

く全国へ届けてきた。「NHK経営計画2021-2023年度」において、スリムで強

靭な「新しいNHK」を目指し、「コンテンツ」へ重点投資を行うことを表明した。

◆デジタル技術により利便性が高まる一方、多くの人々がインターネット等の広がる

情報空間に対して課題意識を持つこのデジタル時代においても、NHKは二元体

制の意義を将来にわたって堅持し、放送だけでなくインターネットも活用しながら

情報空間全体の中で必要とされる役割を、あまねく日本全国において引き続き果

たしていくことが必要だと考える。

◆本検討会において、こうしたことが実現できる放送制度の在り方の検討をお願い

したい。



まとめ

【論点１～４について】
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まとめ

◆視聴者・国民の二元体制・放送の公共的
役割への期待
⇒インターネット時代にあっても、信頼され
る情報源、質の高いコンテンツを堅持する
必要

 【論点１】デジタル時代における放送の意義・役割について

・NHKならではのコンテンツ制作に経営資源
を集中（構造改革の徹底）

・受信料の値下げを公約
＝スリムで強靭な「新しいNHK」へ

・地域の情報発信強化等への貢献
・業務体制の見直し、より効率的で持続
可能な組織へ
・変化する環境への対応

 【論点２】放送ネットワークインフラの将来像について

持続可能性のある二元体制の維持・強化に
向け、放送ネットワークの最適化について、
民放と連携を深めて推進していきたい

・主にインターネットを利用している層も放
送を活用、評価
・視聴者は広がる情報空間に対して課題意
識を持ち、ＮHKの取り組みを期待

 【論点３】放送コンテンツのインターネット配信の在り方について

NHKがこれまで放送で果たしてきた「公共
放送の役割」をネット上でも果たせるのか
「社会実証」を行い検証

二元体制の意義を将来にわたって堅持し、
放送だけでなくインターネットも活用しなが
ら情報空間全体の中で必要とされる役割を、
あまねく日本全国において引き続き果たし
ていくことが必要

 【論点４】デジタル時代における放送制度の在り方について

本検討会において、こうしたことが実現
できる放送制度の在り方の検討をお願
いしたい

正確、公平公正で豊かな放送・サービスをいつでもどこでも最適な媒体を通じて届け続ける


	デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（第２回）�ご説明資料
	【論点１】デジタル時代における�放送の意義・役割について
	デジタル時代における放送の意義・役割について　（ご説明内容の概要）
	放送の機能と二元体制の意義
	放送の機能と二元体制の意義
	メディアへの評価（情報源・信頼・質）　－情報の入手経路①－
	メディアへの評価（情報源・信頼・質）　－情報の入手経路②－
	メディアへの評価（情報源・信頼・質）　－メディアの信頼度① －
	メディアへの評価（情報源・信頼・質）　－メディアの信頼度② －
	災害時の事例：熊本地震におけるメディア利用と評価
	災害時の事例：熊本地震におけるメディア利用と評価�－災害時に利用したメディア別の評価－
	災害時の事例：熊本地震におけるメディア利用と評価�－災害時におけるNHKの取り組みへの評価① －
	災害時の事例：熊本地震におけるメディア利用と評価�－災害時におけるNHKの取り組みへの評価② －�
	放送の公共的役割への期待
	公平・公正等の公共的役割に対する期待度の比較
	NHKの公平・公正等の公共的役割に対する期待度・実現度
	ネット利用の課題（フィルターバブル） 
	インターネット利用の課題（フィルターバブル） 
	インターネット利用の課題（フィルターバブル）への対応
	インターネット利用の課題（フィルターバブル）�－社会の基本的情報の不足への懸念－
	インターネット利用の課題（フィルターバブル）�－社会に対する考え方等の細分化への意識－
	インターネット利用の課題（フィルターバブル）�－世間にとって必要とされる情報への意識－
	ネット利用の課題（フェイクニュース） 
	新型コロナに関する情報（事実・デマ）に関する正答率（接触メディア別）
	メディア利用（主にネット）に伴う体験
	インターネットコンテンツの品質確保の課題
	インターネット上での伝統メディアへの期待�－インターネットコンテンツの品質確保の必要性－
	インターネットコンテンツの品質確保に向けたNHKの取り組みへの期待
	従来型メディア、NHKの情報空間への影響評価
	情報空間における課題を受けて
	これらの課題を受けたNHKの取り組み
	ＮHKの取り組み　（NHK経営計画2021-2023年度）
	スリムで強靭な「新しいNHK」を目指す構造改革①
	スリムで強靭な「新しいNHK」を目指す構造改革②
	スリムで強靭な「新しいNHK」を目指す構造改革③
	スリムで強靭な「新しいNHK」を目指す構造改革④
	コンテンツの強化①
	コンテンツの強化②
	コンテンツの強化③
	コンテンツの強化④
	コンテンツの国際競争力向上への期待
	ＮＨＫのインターネットへの取り組み
	ＮＨＫオンラインの現状
	デジタル時代における放送の意義・役割について　（まとめ）
	【論点2】放送ネットワーク�インフラの将来像について
	放送ネットワークインフラの将来像について
	地上テレビジョン放送のネットワーク
	自治体ケーブルと辺地共聴施設
	地上テレビジョン放送の送信にかかる経費
	NHK・民放の設備共用の現状
	ミニサテの現状と設備維持の課題
	都道府県毎のミニサテ局の数(NHK)
	NHK共聴の現状
	NHK共聴の施設数と加入世帯数
	放送ネットワークインフラの在り方について
	時代に合った効率的なインフラ利用の可能性
	今後の地上テレビジョン放送のネットワークイメージ
	放送ネットワークインフラの一部をブロードバンドで代替する場合の課題
	設備のコンパクト化の可能性：マスター設備整備の考え方
	放送ネットワークインフラの将来像について（まとめ）
	【論点3】放送コンテンツの�インターネット配信の在り方について
	　　　　情報空間の歪みの程度の認識（報道ジャンル）
	　　　　情報空間の歪みの程度の認識（娯楽ジャンル）
	情報空間における課題とインターネットでの取り組み
	社会実証
	社会実証
	社会実証で目指すこと
	【論点4】デジタル時代における�放送制度の在り方について
	放送制度の在り方
	まとめ�【論点１～４について】
	まとめ

